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平成 17 年３月期  個別中間財務諸表の概要                   平成16年 11月 15日 
会 社 名  株式会社サン・ジャパン 登録銘柄  

コ ー ド 番 号  ２３１５ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.sunjapan.co.jp）  

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長 

 氏 名 李  堅 

 

 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役経理部長  

 氏 名 我妻雅仁 ＴＥＬ（03）3206－1980 

中間決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 15 日 中間配当制度の有無   有 

中 間 配 当 支 払 開 始 日 平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無  無 

 

１．16 年９月中間期の業績（平成 16 年４月１日～平成 16 年９月 30 日） 

(1) 経営成績           （百万円未満は切捨表示） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16 年９月中間期 2,549 （20.4） 200 （23.6） 176 （26.7）

15 年９月中間期 2,118 （28.1） 161 （43.8） 139 （52.3）

16 年３月期 5,121 （25.1） 726 （20.6） 705 （24.6）

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益

 百万円 ％ 円 銭 

16 年９月中間期 99 （29.1） 1,189 55 

15 年９月中間期 77 （65.4） 2,908 74 

16 年３月期 411 （26.1） 5,062 27 
(注) 1．期中平均株式数     16 年９月期 83,892 株  15 年９月期 26,579 株  16 年３月期 81,304 株 

   2．会計処理の方法の変更  無 

3．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）当期純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

 円 銭 円 銭

16 年９月中間期 － － － － 

15 年９月中間期 － － － － 

16 年３月期 － － 1,500 00 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

16 年９月中間期 4,709 3,021 64.2 35,828 13 

15 年９月中間期 3,324 2,662 80.1 96,656 84 

16 年３月期 4,191 3,013 71.9 36,108 80 
(注) 1．期末発行済株式数     16 年９月中間期 84,340 株  15 年９月中間期 27,541 株  16 年３月期 83,448 株 

2．期末自己株式数      16 年９月中間期 0 株    15 年９月中間期 0 株    16 年３月期 0 株 

 
２．17 年３月期の業績予想（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 6,205 818 466 1,500 00 1,500 00

 (参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 5,302 円 91 銭 

 
※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しております。実際の業績は、今後、様々

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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１．【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成15年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年３月31日現在) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   1,431,851 1,354,105  1,580,917

２ 売掛金   896,524 1,489,883  1,452,469

３ たな卸資産   145,698 280,943  82,456

４ 繰延税金資産   9,042 7,929  20,699

５ その他   128,839 149,581  124,253

６ 貸倒引当金   △6,006 △1,489  △1,452

 流動資産合計   2,605,949 78.4 3,280,954 69.7  3,259,344 77.8

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１  17,644 0.5 21,509 0.4  15,222 0.3

２ 無形固定資産   23,981 0.7 16,801 0.4  19,750 0.5

３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券   ― 87,000  3,000

  (2) 出資金   ― 607,715  200,000

(3) 関係会社出資金   411,995 411,995  411,995

(4) 繰延税金資産   56,234 66,612  62,025

(5) その他   202,212 213,072  214,465

 投資その他の資産 
 合計 

  670,443 20.2 1,386,397 29.4  891,486 21.3

 固定資産合計   712,069 21.4 1,424,707 30.2  926,459 22.1

Ⅲ 繰延資産   6,429 0.2 4,273 0.1  5,262 0.1

 資産合計   3,324,448 100.0 4,709,935 100.0  4,191,066 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年３月31日現在) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   174,306 649,660  561,409

２ 短期借入金   200,000 740,000  160,000

３ 未払法人税等   67,094 72,164  210,375

４ その他   56,842 47,441  76,929

流動負債合計   498,242 15.0 1,509,265 32.0  1,008,714 24.1

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金   66,501 81,582  73,792

２ 役員退職慰労引当金   74,173 84,004  81,161

３ その他   23,504 13,338  14,191

固定負債合計   164,179 4.9 178,924 3.8  169,145 4.0

負債合計   662,422 19.9 1,688,190 35.8  1,177,859 28.1

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   960,900 28.9 985,857 21.0  968,899 23.1

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金   1,057,080 1,082,947  1,065,989

資本剰余金合計   1,057,080 31.8 1,082,947 23.0  1,065,989 25.4

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金   12,400 12,400  12,400

２ 中間(当期)未処分 
利益 

  631,645 940,539  965,917

利益剰余金合計   644,045 19.4 952,939 20.2  978,317 23.4

資本合計   2,662,025 80.1 3,021,744 64.2  3,013,207 71.9

負債・資本合計   3,324,448 100.0 4,709,935 100.0  4,191,066 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   2,118,455 100.0 2,549,733 100.0  5,121,900 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  1,644,404 77.6 2,023,777 79.4  3,776,881 73.7

売上総利益   474,050 22.4 525,955 20.6  1,345,019 26.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  312,229 14.7 325,945 12.8  618,345 12.1

営業利益   161,821 7.7 200,010 7.8  726,674 14.2

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  189 253 970 

 ２ 有価証券利息  ― 571 ― 

 ３ 受取配当金  ― ― 23,753 

 ４ 為替差益  ― 6,935 ― 

 ５ その他  305 494 0.0 151 7,912 0.3 402 25,126 0.5

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  3,768 6,147 6,144 

 ２ 上場関連費用  5,584 12,174 14,576 

 ３ 為替差損  11,220 ― 16,938 

 ４ 支払手数料  ― 7,193 ― 

 ５ 匿名組合投資損失  ― 3,284 ― 

 ６ その他  2,005 22,578 1.1 2,129 30,930 1.2 8,716 46,375 0.9

経常利益   139,737 6.6 176,992 6.9  705,425 13.8

Ⅵ 特別利益    

 １ 関係会社出資金売却
益 

 30 ― 30 

 ２ 関係会社株式売却益  ― ― 2,700 

 ３ 倒産防止共済契約解
約返戻金 

 ― ― 3,200 

 ４ 貸倒引当金戻入益  2,650 ― 7,205 

 ５ 再投資税額還付  ― 2,681 0.1 ― ― ― 3,957 17,093 0.3

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損  ― ― ― 778 778 0.0 ― ― ―

税引前中間(当期)純利益   142,419 6.7 176,214 6.9  722,518 14.1

法人税、住民税及び事業税  67,121 68,238 330,397 

法人税等調整額  △2,014 65,107 3.1 8,182 76,421 3.0 △19,461 310,935 6.1

中間(当期)純利益   77,311 3.6 99,793 3.9  411,583 8.0

前期繰越利益   554,334 840,745  554,334

中間(当期)未処分利益   631,645 940,539  965,917
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   移動平均法による原

価法 

  その他有価証券 

――― 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

――― 

 

  その他有価証券   

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

――― 

 

  その他有価証券   

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

――― 

(2) デリバティブ 

――― 

 (3) たな卸資産 

  商品 

   移動平均法による原

価法 

  仕掛品 

   個別法による原価法

  貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(3) たな卸資産 

  商品 

――― 

 

  仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

同左 

(3) たな卸資産 

  商品 

――― 

 

  仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、少額の減価償

却資産(取得価額が10

万円以上20万円未満の

減価償却資産)につい

ては、事業年度毎に一

括して３年間で均等償

却しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下の通りでありま

す。 

  建物    15～18年

  工具器具備品 

        ４～６年

(1) 有形固定資産 

 

 

 

 

同左 

(1) 有形固定資産 

 

 

 

 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法 

(2) 無形固定資産 

 

 

同左 

(2) 無形固定資産 

 

 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  法人税法に規定する定

額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、回収

不能見込額を計上して

おります。 

一般債権については、

貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債

権については個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

 

 

 

 

同左 

(1) 貸倒引当金 

 

 

 

 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける自己都合要支給額

の見込額に基づき、当

中間会計期間末に発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

 

 

 

同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける自己都合要支給額

の見込額に基づき、当

期末に発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

なお、平成16年６月に

役員報酬制度を改定し

ており、平成16年７月

以降対応分については

引当計上を行っており

ません。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 

 

同左 

 外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が4,971千円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純

利益が、4,971千円減少しておりま

す。 

――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成15年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

24,315千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

17,598千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

26,790千円

 ２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 ２ 消費税等の取扱い 

 

同左 

 ２     ――― 

 ３     ――― ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの

契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

貸出コミッ

トメントの

総額 

1,000,000

 

千円 

借入実行残

高 
500,000

 

差引額 500,000  

  
 

３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの

契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおり

であります。 

貸出コミッ

トメントの

総額 

1,000,000

 

千円 

借入実行残

高 
―

 

差引額 1,000,000  
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 

 有形固定資産 2,704千円

 無形固定資産 6,002 
 

※１ 減価償却実施額 

 有形固定資産 2,543千円

 無形固定資産 3,358 
 

※１ 減価償却実施額 

 有形固定資産 5,814千円

 無形固定資産 12,093 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

中間 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具 

備品 
273,453 78,645 194,807 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間 

期末残高

相当額

(千円)

工具器具

備品 
160,538 65,528 95,010

ソフトウ

ェア 
151,150 27,749 123,400

合計 311,688 93,277 218,411

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

工具器具

備品 
192,334 92,198 100,135

ソフトウ

ェア 
151,150 12,634 138,515

合計 343,484 104,832 238,651

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 50,694 千円 

 １年超 145,986  

 合計 196,680  
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 59,875 千円

 １年超 162,155

 合計 222,030
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

 １年内 59,449 千円

 １年超 182,018

 合計 241,467
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 22,564 千円 

減価償却費相当額 20,702  

支払利息相当額 2,258  
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 35,515 千円

減価償却費相当額 34,265

支払利息相当額 6,539
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 55,803 千円

減価償却費相当額 51,394

支払利息相当額 5,797
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

１株当たり純資産額 96,656円84銭 35,828円13銭 36,108円80銭 

１株当たり中間(当期)純利益
金額 

2,908円74銭 1,189円55銭 5,062円27銭 

 
潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益金額 

 
2,732円14銭 

 

 
1,162円10銭 

 

 
4,836円01銭 

 

  当社は、平成14年11月

18日付で株式１株につき

２株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が

前事業年度期首に行われ

たと仮定した場合の前中

間会計期間に係る１株当

たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

74,963円77銭

１株当たり中間純利益金額

1,969円45銭

当社は、平成15年11月14

日開催の取締役会におい

て、平成16年２月20日付け

で、株式１株につき３株の

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前

事業年度期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度

に係る１株当たり情報につ

いては、以下のとおりとな

ります。 

１株当たり純資産額 

32,728円17銭

１株当たり当期純利益金額

4,539円56銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

4,513円76銭

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、前中間会計期間

において新株引受権の残

高がありますが、当社株

式は非上場・非登録のた

め、期中平均株価が把握

できませんので、記載し

ておりません。 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

中間(当期)純利益 77,311千円 99,793千円 411,583千円

普通株主に帰属しない金額 ─ ─ ─ 

普通株式に係る中間(当期)純
利益 

77,311千円 99,793千円 411,583千円

普通株式の期中平均株式数 26,579株 83,892株 81,304株

中間（当期）純利益調整額 ─ ─ ─ 
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普通株式増加数 

  （うち新株引受権） 

  （うち新株予約権） 

1,718株 

(1,097株)

( 621株)

1,981株  

( ― 株) 

(1,981株) 

3,804株 

( 932株)

(2,872株)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要 

― 

平成16年６月29日定
時株主総会決議スト
ックオプション 

潜 在 株 式
の数 

3,500株 

潜 在 株 式
の種類 

普通株式 

行使期間 

平成17年
８月１日 

～ 
平成22年
７月31日 

払込金額 400,000円 

発行価額 400,000円 

資 本 組 込
額 

200,000円 

 

― 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 当社は、平成15年11月14日開催の

取締役会において、平成16年２月20

日付をもって、次のとおり普通株式

１株を３株に分割する事を決議いた

しました。 

(1) 分割により増加する株式数 

平成15年12月31日最終の発行済

株式総数に２を乗じた株式数 

(2) 分割の方法 

平成15年12月31日(ただし、平

成15年12月31日は名義書換代理

人の休業日につき、実質上は平

成15年12月30日)最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式

数を、１株につき３株の割合を

もって分割する。 

(3) 配当起算日 平成15年10月１日 

 

〔参考〕 

(1) 分割により増加する株式数を具

体的に明示していないのは、本取締

役会決議日から分割基準日までの間

に新株予約権(ストックオプション)

の権利行使により発行済株式総数が

増加する可能性があり、割当日現在

の発行済株式総数が確定できないた

めであります。 

(2) 分割により増加する株式数は、

平成15年11月14日現在を基準として

計算すると、普通株55,192株となり

ます。 

１ 当社は、平成16年５月13日に締結

した株式交換契約に基づき、平成

16年10月９日をもって、当社を完

全親会社とし、株式会社ティー･

シー･シーを完全子会社とする株

式交換を行いました。 

この株式交換に際して、当社は

普通株式7,115.6株を発行し、資

本剰余金が1,150百万円増加いた

しました。株式交換に伴い、関係

会社株式は1,150百万円増加いた

しました。 

２ 平成16年11月９日開催の当社及び

株式会社アイビート両社の取締役

会において、平成17年４月１日を

期して、当社を完全親会社、株式

会社アイビートを完全子会社とす

る株式交換を決議し、株式交換の

覚書を締結いたしました。 

株式交換の条件等 

(1) 株式交換の目的 

アイビートと当社の顧客基盤

が重複しないことで得られる

より広範な情報収集力をベー

スとした営業力の強化及び中

部圏、関西圏の営業拠点の活

用により全国エリアでの事業

展開の基盤の整備を早期に実

現することを目的としており

ます。 

企業規模の点でも社員数約500

人規模のアイビートが加わる

ことにより、インフラ系（通

信、電力、金融など）の大型

システム開発の受注が可能と

なります。 

またアイビートの顧客が中国

に進出する際の中国ビジネス

における協業ならびに中国国

内でのシステム構築など新た

な提案を行うことにより当社

の事業の軸のひとつである中

国ビジネスの強化を図ってい

くことも目的のひとつであり

ます。  

(2) 株式交換の日程 

株式交換覚書
承認取締役会

平成16年11月９日

平成16年５月６日開催の当社及び

株式会社ティー・シー・シー両社の

取締役会において、平成16年10月９

日を期して、当社を完全親会社、株

式会社ティー・シー・シーを完全子

会社とする株式交換を決議し、株式

交換の覚書を締結いたしました。 

株式交換の条件等 

(1) 株式交換の目的 

経済環境の変化の中で、情報サ

ービス業においては、信頼性が

高く、特徴が明確、かつ総合

力・持続力を有する情報サービ

スベンダーへの要請が日増しに

高まっております。サン・ジャ

パンにおける開発力の優位性、

ティー･シー･シーにおけるコン

サルティング力・営業力の優位

性を相互に活かすことで、コン

サルティングから開発までの全

工程における一貫したフルサー

ビス体制を確立すること、中国

市場での事業を加速的に展開し

ていくことによる顧客に対する

サービスの真理性・総合力を高

めることを目的としておりま

す。 

(2)株式交換の日程 

株式交換覚書承

認取締役会 
平成16年５月６日

株式交換覚書の

締結 
平成16年５月６日

株式交換契約書

承認取締役会 
平成16年５月13日

株式交換契約書

の締結 
平成16年５月13日

株式交換契約書

承認株主総会 

平成16年６月29日

(予定) 

株式交換期日 平成16年10月９日

(3) 株式交換比率 

株式会社サ
ン・ジャパン 

株式会社ティ
ー･シー･シー

 

(完全親会社) (完全子会社)
株式交
換比率

１ 0.0025 
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株式交換覚書
の締結 

平成16年11月９日

株式交換契約
書承認取締役
会 

平成16年12月１日
(予定) 

株式交換契約
書の締結 

平成16年12月１日
(予定) 

株式交換契約
書承認臨時株
主総会 

平成17年２月15日
(予定) 

株式交換期日
平成17年４月１日

(予定) 

(3) 株式交換比率 

株式会社サ
ン・ジャパン

株式会社ア
イビート 

 

(完全親会社)(完全子会社)

株式交
換比率

１ 0.0015 
 

 



 

― 16 ― 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 当該株式分割が前事業年度期首に

行われたと仮定した場合の前中間会

計期間及び前事業年度における１株

当たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間に

おける１株当たり情報は、それぞれ

以下のとおりとなります。 
前中間会計
期間 

当中間会計
期間 

前事業年度 

１株当たり
純資産額 
24,987 円 92
銭 
１株当たり
中間純利益
金額 
656円49銭 
 なお、潜
在株式調整
後１株当た
り中間純利
益金額につ
いては、新
株引受権の
残高があり
ますが、当
社株式は非
上場・非登
録のため、
期中平均株
価が把握で
きませんの
で、記載し
ておりませ
ん。 

１株当たり
純資産額 
32,218 円 95
銭 
１株当たり
中間純利益
金額 
969円58銭 
潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益金額 
910円71銭 

１株当たり
純資産額 
32,728 円 17
銭 
１株当たり
当期純利益
金額 
4,539円56銭 
潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額 
4,513円76銭 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

 




